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SDGs達成に向けた 
自治体の取組状況に関する実態把握 
 
RESEARCH ON IMPLEMENTATION LEVEL OF THE SDGS IN JAPANESE LOCAL GOVERNMENTS  
 
中條章子 
Akiko CHUJO 
主査 川久保俊   副査 出口清孝  
 
法政大学大学院デザイン工学研究科建築学専攻修士課程 
 
Efforts of local governments are essential for achieving the Sustainable Development Goals (SDGs), 
positioned as the core elements of the 2030 agenda, adopted by all member states of the United Nations in 
September 2015. A nationwide online questionnaire survey was conducted in 2017 and 2018 to collect data on 
the actual implementation level of the SDGs in Japan. Results showed that recognition level of the SDGs 
increased significantly from 2017 to 2018. Meanwhile, the study has revealed that local governments are 
requiring guidelines and best practices towards achieving the SDGs.  
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１． はじめに 
2015 年 9 月に「我々の世界を変革する：持続可能な開
発のための 2030 アジェンダ」［1］が国連加盟国によっ
て全会一致で採択された。その中核をなすのが、「持続
可能な開発目標（SDGs）」であり、17 のゴール（図 1）、
169のターゲットから構成される 2030年までの世界共通
の目標である。ゴールには様々な分野の課題に対する目
標が含まれている。SDGs の達成に向けて、世界の全て
の国と地域による主体的な取組が求められている［2］。 
このような世界の潮流を受け、日本政府は 2016 年 5
月に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部」を設
置し、同年 12 月に「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）実
施指針」［3］を策定した。2017 年 12 月には「まち・ひ
と・しごと創生総合戦略 2017 改訂版」［4］が閣議決定
され、地方自治体における SDGs 達成に向けた取組の推
進に関する内容が盛り込まれた。以上のように自治体が
SDGs の達成に取り組むための準備が徐々に整いつつあ
るが、キーアクターとして期待されている自治体側にお
ける SDGs の認知度や準備状況がどの程度か把握されて
いない。そこで本研究では平成 29 年度及び平成 30 年度
に全国の都道府県と市町村を対象として実施されたアン
ケート調査を分析し、自治体における SDGs の認知度や
SDGs の達成に向けた取組の推進状況を把握した。更に
本研究では全国の自治体のホームページにアクセスし、
自治体が策定している総合計画や地方版総合戦略などの
各種計画において SDGs に関する情報がどの程度盛り込
まれているかについて調査を行った。 
 
図 1 持続可能な開発目標（SDGs）の 17のゴール 
 
表 1 平成 29年度実施のアンケート調査の概要 
調査名 ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査 地方創生に向けたＳＤＧｓを活かしたまちづくり 
調査 
目的 
「自治体ＳＤＧｓ推進のための有識者検討会」 
（事務局：内閣府地方創生推進事務局）において、 
SDGs を全国の自治体で推進・活用していくための 
方法論等の議論に活用すること 
調査 
実施 
主体 
実施主体：内閣府地方創生推進事務局 
協力：村上周三、大塚隆志、川久保俊 
調査 
時期 2017 年 8 月 30 日～2017 年 12 月 27 日 
配付数 1,788 自治体 （内訳：47 都道府県、1,718 市町村、23 特別区部） 
有効 
回答数 
744 自治体 
（内訳：32 都道府県、705 市町村、7 特別区部） 
有効 
回答率 41.6％ 
質問 
内容 
1. SDGs の認知度 
2. SDGs の関心度 
3. SDGs の達成に向けた取組の推進の方向性 
4. SDGs の取組状況 
5. SDGs の達成に向けた取組の推進に際しての課題 
6. SDGs の達成に向けた取組を推進する利点 他 
２． 研究概要 
（１）研究方法 
a）アンケート調査の概要 
本研究では、全国の自治体がどの程度 SDGs に関する
情報を把握し、SDGs の達成に向けた取組を実施してい
るかを把握するために、内閣府地方創生推進事務局およ
び自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会が実施したアン
ケート調査によって得られたデータを分析した。アンケ
ートは平成 29 年度から 2 回実施された。平成 29 年度の
調査概要を表 1に、平成 30年度の調査概要を表 2に示す｡ 
平成 29 年度のアンケートでは、SDGs の認知状況や
SDGs の達成に向けた取組の推進状況、取組の推進に際
して生じる課題や利点に関して尋ねられた。平成 30 年度
のアンケートも平成 29 年度とほぼ同様の内容である。 
全国 1,788 の自治体を対象に調査を行った結果、平成
29 年度の回収率は 41.6%（744 自治体）であったのに対
し、平成 30 年度では 57.0%（1,020 自治体）となった｡ 
b）SDGs取組度調査の概要 
自治体が SDGs 達成に向けた取組を推進する際には、
自治体の総合計画や地方版総合戦略といった各種計画に
取組内容を盛り込む可能性が高い。そこで本研究では自
治体が策定している総合計画等の各種計画において、
SDGs に関する情報の盛り込み状況を把握するため、全
国の自治体のホームページを 1 自治体ずつ調査した（表
3）。さらに盛り込み状況の程度によって 4 つに区分した
（図 4）。はじめに自治体のホームページの検索欄におい
て SDGs 関連語句を検索した。この際に検索結果がなか
ったものを分類 4 とした。また計画の一部の施策を SDGs
の枠組みで精査している自治体を分類 2、全施策を SDGs
の枠組みで精査している自治体を分類 1 とした。 
 
３． 研究結果 
（１）アンケートの集計結果 
a）平成 29年度のアンケートの単純集計結果 
SDGs の認知度の結果を 4 段階で示す（図 5）。「存在
を知らない」と回答した自治体は 52%（389 自治体）で
あることが明らかとなった。この結果より SDGs を認知
している自治体は、回答自治体の半数以下であることが
明らかとなった。また認知している自治体の約半数は
「SDGs という言葉は聞いたことがある、もしくはロゴは
見たことがある」と回答している。この結果より、SDGs
を認知しているが、詳細な理解は進んでいない自治体が
多数であることが明らかとなった。SDGs の達成に向け
た取組の推進状況の結果を 5 段階で示す（図 6）。「既
に十分推進している」、「ある程度推進している」と回
答した自治体は約 8%（63 自治体）となった。また、「推
進しておらず今後も推進していく予定もない」と回答し
た自治体は 64%（475 自治体）に上った。以上より SDGs
の存在を認知しながら、推進する予定もない自治体が存
在することが明らかとなった。 
表 2 平成 30年度実施のアンケート調査の概要［5］ 
表 3 SDGs取組度調査の概要 
 
基準１：
自治体の各種計画にSDGs関連語句（2030アジェンダ, SDGs）の言及があるか？
基準２：
自治体のHP上にSDGs関連語句の言及があるか？
基準３：
SDGs達成に向けた自治体の取組状況はどの程度か？
NoYes
分類4：
未言及
No
分類1：
SDGsの枠組みで
全施策を精査
分類2：
SDGsの枠組みで
一部の施策を精査
分類3：
SDGsの概要紹介・
SDGsを今後推進予定
Yes
 
図 4 計画の分類プロセス 
 
52％
（n=389） 26％
（n=192）
6％
（n=41）
16％
（n=122）
存在を知らない
SDGsという言葉は
聞いたことがある、
もしくはロゴは見たことがある
2030年までに達成すべき
ゴールであるということを
知っている
17のゴール、169のターゲットから
構成されるということを知っている
（総回答数N=744）
 
図 5 SDGsの認知度（平成 29年度） 
 
（総回答数N=744）
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予定がある
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図 6 SDGsの推進状況（平成 29年度） 
調査名 平成３０年度ＳＤＧｓに関する全国アンケート調査票 
地方創生に向けたＳＤＧｓを活かしたまちづくり 
調査目的 ＳＤＧｓ未来都市選定後における、全国の自治体の 
動向を把握するため 
調査実施 
主体 
自治体ＳＤＧｓ推進評価・調査検討会 
協力： 村上周三、川久保俊 
調査時期 2018 年 10 月 1 日～2018 年 11 月 16 日 
配付数 1,788 自治体（47 都道府県、1,741 市区町村） 
回答数 1,020 自治体 
回答率 57.0％ 
質問内容 
1. SDGs の認知度 
2. SDGs の関心度 
3. SDGs の達成に向けた推進の方向性 
4. SDGs の達成に向けた取組の推進に際しての課題 
5. SDGs の達成に向けた取組を推進する利点 等 
調査目的 全国自治体における SDGs 推進の有無・程度の把握 
調査期間 2018 年 10 月 17 日～31 日 
調査対象 1,788 自治体（47 都道府県、1,741 市町村） 
調査方法 各自治体 HP から、各種計画内の SDGs 関連語句 
（2030 アジェンダ, SDGs）を検索 
従って自治体において、今後は SDGs に対する理解の程
度を向上や SDGs 達成に向けた取組の推進状況の改善が
求められる。 
自治体が SDGs の達成に向けた取組を推進する際に、
国や他の自治体に対するバリアーについて複数回答可に
よる結果を図 7 に示す。「国の方針が分かりづらいため
どのように推進すればよいかわからない」という回答や
「先行事例や成功事例がないためどのように推進すれば
よいかわからない」という回答が多くなった。「ＳＤＧ
ｓ実施指針」は示されているものの、SDGs 達成に向け
た自治体の取組の方向性が明確ではない可能性が示唆さ
れた。一方で「国や都道府県等からの補助や支援が不足
している」という回答は比較的に少ないことから、自治
体において資金援助や支援等は比較的に必要とされてい
ないことが明らかとなった。 
自治体が SDGs の達成に向けた取組を推進する利点に
関して複数回答可による結果を図 8 に示す。「わからな
い」という回答が一番多くなり、SDGs を深く理解して
いない自治体が多く回答している可能性が示唆された。
従って SDGs の認知度や理解の程度が向上することで、
「わからない」という回答が減る可能性がある。次点では
「住民の QOL の向上」、「ローカルアイデンティティの
開拓、地域活性化」が多くなった。SDGs の達成に向け
た取組の推進が自治体内に及ぼす影響に期待している自
治体が多いことが示唆された。 
b）平成 30年度のアンケートの単純集計結果 
SDGs の認知度の結果を 5 段階で示す（図 9）。SDGs
を認知している自治体は前回の 48％から 95％（966 自治
体）まで上昇した。また「持続可能な開発を目指す上で
経済、社会、環境の統合が重要であることを知っている」
と回答した自治体は 39％（401 自治体）に上り、理解が
深まっていることも明らかとなった。 
SDGs の達成に向けた取組の推進状況の結果を 4 段階
で示す（図 10）。前回の結果と比較すると「推進してい
く予定がある」と回答した自治体は増加した。しかし依
然として「推進しておらず今後も推進していく予定もな
い」という回答が約半数を占めていること、認知度の向
上幅よりも推進状況の向上幅が小さいことから、自治体
が SDGs の達成に向けて取り組む必要性が多くの自治体
に認知されていない可能性が示唆された。 
c）平成 29年度と平成 30年度の時系列変化の把握 
本項では平成 29 年度と平成 30 年度のアンケートの両
方に回答した自治体を抽出し、SDGs の認知度の変化に
ついて把握した。結果を図 11 に示す。 
認知度に関して「持続可能な開発を目指す上で経済、
社会、環境の統合が重要であることを知っている」およ
び「17 のゴール、169 のターゲットから構成されること
を知っている」と回答した自治体は 2017 年から 18 年に
かけて約 4 倍となり、1 年間で認知度が大きく改善した
ことが明らかとなった。 
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図 7 国や他の自治体に関連するバリアー 
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図 8 SDGsを推進する利点 
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図 9 SDGsの認知度（平成 30年度） 
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図 10 SDGsの推進状況（平成 30年度） 
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図 11 SDGsの認知度における時系列結果［注 1］ 
（２）自治体における SDGs取組度の把握 
図 12 に都道府県の各種計画における SDGs の言及の
有無および程度について示す。SDGs に言及している計
画が存在する都道府県は 16 都道府県であった。計画内の
全ての施策を SDGs で整理している都道府県は、北海道、
神奈川県、長野県、静岡県、広島県、福岡県であった。 
次に計画ごとに言及の有無を示す。都道府県において
は総合計画や地方版総合戦略における SDGs の言及は確
認できなかった。一方で環境基本計画やその他の計画
（例：地球温暖化対策実行計画や男女共同参画基本計画）
などに言及している自治体は多数存在している。総合計
画や地方版総合戦略の改定に複数の部署で横断的に取り
組むことが必要であるため、SDGs の反映には時間を要
する可能性が示唆された。一方で単体の部署で取りまと
めができる環境基本計画などの反映は、比較的早急にで
きる可能性が示唆された。 
図 13 に市区町村の各種計画における SDGs の言及の
有無および程度について示す。SDGs に言及している計
画が存在する市区町村は 140 市区町村であり、素案段階 
の計画が存在する市区町村は 40 自治体であった。計画の
全施策を SDGsで整理している市区町村は 31自治体であ
った。以上より、日本の約 16％の市区町村において、SDGs
を含む計画が策定されていることが明らかとなった。 
次に計画ごとに言及の有無を示す。総合計画の全施策
を SDGs で整理している市区町村は千葉県横芝光町、京
都府八幡市、熊本県南阿蘇村であった。地方版総合戦略 
 
の全施策を SDGs で整理している市町村は岩手県釜石市、
石川県羽昨市、高知県佐川町であった。一方で環境基本
計画やその他の計画においては全国のあらゆる規模の市
町村において、SDGs が盛り込まれる計画が存在してい
る。以上より SDGs が盛り込まれた計画はあらゆる規模
の自治体で策定されていることが明らかとなった。また
都道府県の結果と同様、様々な部署が関係する計画への
反映は、時間を要する可能性が示唆された。今後は総合
計画や地方版総合戦略といった部署横断的な計画への言
及や、SDGs を達成するための取組などをまとめた独自
の計画等の策定が求められている。 
 
４． まとめ 
本研究では自治体の SDGs の達成に向けた取組の推進
状況を把握することを目的とし、平成 29 年度に内閣府地
方創生推進事務局が、平成 30 年度に自治体ＳＤＧｓ推進
評価・調査検討会が全国の自治体を対象に実施したアン
ケート調査のデータを分析した。平成 29 年度時点で
SDGs の認知している自治体は約 48％であったのに対し、
平成 30 年度では約 95％であった。また平成 29 年度時点
で SDGs の達成に向けた取組を推進している割合は約
8％であったのに対し、平成 30年度では約 16％となった。
一方で取組の推進を検討していない自治体も半数存在し
ていることから、SDGs の達成に向けた取組を推進する
意義を更に普及していく必要がある。
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本研究の後半においては全国 1,788 の都道府県および
市町村のホームページにアクセスし、各自治体の総合計
画や地方版総合戦略など各種計画に SDGs に関する情報
の盛り込み状況を調査した。47 都道府県のうち 19 都道
府県で、1,741 市町村のうち 140 市町村で SDGs に言及し
ている計画を有していることが明らかとなった。各種計
画の中でも部署横断的に取り組む必要のある総合計画や
地方版総合戦略よりも、環境基本計画などの単一の部署
で取りまとめられる計画において SDGs に関する情報が
多く盛り込まれる傾向が明らかとなった。 
今後は SDGs の達成と地方創生の実現の両方に取り組
むことが日本政府より示されているため、自治体の地方
版総合戦略や総合計画などに SDGs の達成に向けた取組
が盛り込まれることが必要とされている。 
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注釈 
1）平成 29 年度調査と平成 30 年度調査の双方に SDGs
の認知度を尋ねる設問が存在し、回答の選択肢も類似
していたことから、比較を実施している。しかし、調
査の実施主体、設問内容、回答者が異なるため、本来
は単純比較できない点に留意する必要がある。 
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